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議案第３３号  

専決処分の承認を求めることについて（１０）  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。  

  令和２年６月３日提出  

             埼玉県羽生市長  河  田  晃  明    



2 

（別  紙）  

   専  決  処  分  書  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市税条例の一部を改正する条例を専決処分する。  

  令和２年４月３０日  

            埼玉県羽生市長  河  田  晃  明    
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羽生市税条例の一部を改正する条例  

羽生市税条例（昭和３０年条例第７号）の一部を次のように改正す

る｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

   附  則  

（読替規定）  

第１３条  法附則第１５条から第１５

条 の ３ の ２ ま で 、 第 ６ １ 条 又 は 第

６２条の規定の適用がある各年度分

の固定資産税に限り、第６１条第８

項中「又は第３４９条の３の４から

第３４９条の５まで」とあるのは、

「若しくは第３４９条の３の４から

第３４９条の５まで又は附則第１５

条から第１５条の３の２まで、第６１

条若しくは第６２条」とする。  

（法附則第１５条第２項第１号等の

条例で定める割合）  

   附  則  

（読替規定）  

第１３条  法附則第１５条から第１５

条の３の２までの規定の適用がある

各年度分の固定資産税に限り、第６１

条第８項中「又は第３４９条の３の

４から第３４９条の５まで」とある

のは、「若しくは第３４９条の３の

４から第３４９条の５まで又は附則

第１ ５条 から 第１ ５条 の３ の２ ま

で」とする。  

 

（法附則第１５条第２項第１号等の

条例で定める割合）  

第１３条の２  （略）  第１３条の２  （略）  

２～２６  （略）  ２～２６  （略）  

２７  法附則第６２条に規定する市町

村の 条例 で定 める 割合 は、 ０と す

る。  

 （軽自動車税の環境性能割の非課

税）  

第１７条の２  法第４５１条第１項第

１号（同条第４項において準用する

場合を含む。）に掲げる３輪以上の

軽自動車（自家用のものに限る。以

 

 

 

 （軽自動車税の環境性能割の非課

税）  

第１７条の２  法第４５１条第１項第

１号（同条第４項において準用する

場合を含む。）に掲げる３輪以上の

軽自動車（自家用のものに限る。以
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下この条において同じ。）に対して

は、当該３輪以上の軽自動車の取得

が令和元年１０月１日から令和３年

３月３１日までの間（附則第１５条

の６第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第

８０条第１項の規定にかかわらず、

軽自 動車 税の 環境 性能 割を 課さ な

い。  

 （個人の市民税の税率の特例等）  

第２７条  （略）  

 （新型コロナウイルス感染症等に係

る徴収猶予の特例に係る手続）  

第２８条  第９条第７項の規定は、法

附則第５９条第３項において準用す

る法第１５条の２第８項に規定する

条例 で定 める 期間 につ いて 準用 す

る。  

 

下この条において同じ。）に対して

は、当該３輪以上の軽自動車の取得

が令和元年１０月１日から令和２年

９月３０日までの間（附則第１５条

の６第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第

８０条第１項の規定にかかわらず、

軽自 動車 税の 環境 性能 割を 課さ な

い。  

 （個人の市民税の税率の特例等）  

第２７条  （略）  

   附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 


